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要旨：実構造物に適用した再生骨材コンクリートの品質管理を目的に，その近傍に，実構造物と同じコンク

リート，ならびに比較用として一般コンクリートと置換率を変化させた再生骨材コンクリートをモニタリン

グ試験体として設置し，強度，耐久性について，主要性能とともに材齢 3～5 年の長期性能の測定を行った。

その結果，おおむね再生骨材 L 程度の低品質再生骨材を一般骨材に置換したコンクリートは，一定の置換率

の範囲であれば，適切な調合設計により，構造用コンクリートとして所要品質を確保することが可能である

ことが判明した。 
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1. はじめに 

骨材置換法は，JIS A 5308（レディーミクストコンク

リート）を満足するコンクリートの品質を確保すること

を目的に，おおむね JIS A 5023（再生骨材 L を用いたコ

ンクリート）に相当する再生骨材を，要求性能に応じて

砕石・砕砂，砂利・砂などの一般骨材に一定の割合で置

換し，材料設計（相対品質値法）により所定の品質を担

保して再生骨材コンクリートを製造する方法である 1)。 

この方法は，日本建築学会において 2014 年 10 月に刊

行された「再生骨材を用いるコンクリートの設計・製造・

施工指針（案）」2)（以下，再生骨材コンクリート指針）

のうち, 「11 章 鉄筋コンクリート部材に用いる再生骨材

コンクリート L」に具体的な適用方法が示された。一方，

2014 年度の利用実績調査 3)により明らかになった再生骨

材コンクリートの利用量は，55 千 t 程度に止まる。この

ため，再生骨材コンクリートの実用化に伴う構造用コン

クリートの性能に関する報告は，再生骨材コンクリート

指針の付録 2)などに幾つか紹介されている程度である。 

本論文は，再生骨材の利用促進のための基礎資料を得

ることを目的に，低品質な再生骨材（おおむね再生骨材

Ｌ程度）を用いて骨材置換法により製造したコンクリー

トについて，実際に適用した実構造物の近傍に設置した

試験体（モニタリング試験体）により，基礎的な主要性

能の確認とともに，3 年から 5 年経過した長期性能につ

いて品質確認を行った結果を示す。 

 

2. 実験概要 

本検討で用いたモニタリング試験体用コンクリート

の概要を表－１に，モニタリング試験体の概要を図－１

に示す。なお，適用した実構造物はいずれも海岸隣接地

域（約 500m 以内）に建設されている。 

2.1 モニタリング試験体 

モニタリング試験体は，C, Y および K の 3 地点に，そ

れぞれ 2 種類，3 種類および 3 種類の合計 8 種類を設置

した。なお，形状は適用した部位を模擬したものである。 

C 地点は，国土交通大臣認定 MCON-0171 に基づき，

地域共生施設の基礎，地中梁に再生粗骨材を 30%置換し

た設計基準強度(Ｆc):24Ｎ/mm2 のコンクリートを約 200 

m3打込んだものと同等のコンクリートで作製した。また，

比較用として同じ建物・部位で異なる箇所に打込んだ砕

石と山砂を用いた Fc:21N/mm2 の一般コンクリートで作

製した合計 2 種類のモニタリング試験体を設置した。 

Y地点では，国土交通大臣認定MCON-0979に基づき，

廃棄物焼却炉建物の基礎，地中梁および地中壁に再生粗
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表－１ モニタリング試験体用コンクリートの概要 1), 4)

地

点

試験体 
記号等 

概 要 

種類 
置換率(%) 設計基

準強度
(N/mm2)

再生 
粗骨材 

再生

細骨材

C

CN※1 一般コンクリート － － 21 
CRG30 再生骨材コンクリート 30 － 24 
適用 
構造物 

CRG30 同等。国土交通大臣認定 MCON-0171 に基

づき鉄骨造建築物(基礎，地中梁)に約 200m3適用。

Y

YN※1 一般コンクリート － － 
24 YRG30 

再生骨材コンクリート 
30 0 

YRG50※2 50 0 

適用 
構造物 

YRG30 同等。国土交通大臣認定 MCON-0979 に基

づき鉄骨造建築物（基礎，地中梁，地中壁）に約

1,000m3（YRG30 以外の再生骨材コンクリートを

含む）適用。 

K

KN※2 一般コンクリート － － 
30 KRG50 

再生骨材コンクリート 
50 0 

KRGS30※2 30 30 

適用 
構造物 

KRG50 同等。:国土交通大臣認定 MCON-0979 に準

拠し，基礎構造物（建築基準法には該当しない）

に約 620m3適用。 
※1 同一構造物に適用した一般コンクリート 
※2 比較用としてのモニタリング試験体のみを設置 
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骨材を 30%置換した Fc:24Ｎ/mm2 のコンクリートを約

1,000m3 打込んだもののうち，同等のコンクリートで作

製した。また，比較用として同じ建物で異なる部位に打

込んだ砕石と山砂・砕砂を用いた Fc:24N/mm2 の一般コ

ンクリートおよび建物には使用していないが，再生粗骨

材を 50%置換した Fc:24N/mm2 の再生骨材コンクリート

で作製した合計 3 種類のモニタリング試験体を設置した。 

K 地点では，建築基準法上の建築物ではないが，国土

交通大臣認定 MCON-0979 に準拠し，使用済み機械置き

場の基礎構造物に再生粗骨材を 50%置換した Fc:30 

N/mm2のコンクリートを約 620m3打込んだものと同等の

コンクリートで作製した。また，比較用として実構造物

には使用していないが，砕石と山砂・砕砂を用いた Fc:30 

N/mm2の一般コンクリート，再生粗骨材と再生細骨材を

30%ずつ置換した Fc:30N/mm2 の再生骨材コンクリート

で作製した合計 3 種類のモニタリング試験体を設置した。 

2.2 再生骨材コンクリート 

使用した原コンクリートの概要を表－２に示す。再生

骨材を含む使用した骨材の主要物性を表－３に，不純物

量測定結果を表－４に示す。また，各種コンクリートの

調合を表－５に示す。再生骨材の製造は，いずれも汎用

機器を用いて解体現場内で破砕ならびに分級し，粒径調

整程度の処理を行ったものである 1), 4)。 

(1) 原コンクリート 

C 地点の原コンクリートは，約 40 年経過した火力発電

所タービン建屋と機械基礎である。コア供試体の圧縮強

度は 18.7～54.5N/mm2 の範囲にあり，全塩化物イオン量

は最大値で 0.21kg/m3 であった。原コンクリートに用い

られていた粗骨材は川砂利，細骨材は川砂であった。 

Y 地点の原コンクリートは，約 40 年経過した火力発電

所煙突・機械基礎などの鉄筋コンクリート構造物である。
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図－１ モニタリング試験体の概要 1), 4) 

表－２ 原コンクリートの概要 1), 4) 

項目 緒 元 

地点 C 地点 Y 地点 K 地点 

用途，構造，経年 
火力発電所ﾀｰﾋﾞﾝ建屋，機械

基礎,RC 造(上部 S 造),約 40 年

火力発電所鋼煙突基礎・ 
機械架台，RC 造，約 40 年 

事務所建物，RC 造，

約 45 年 
工事履歴有無 あり，Fc=20.6N/mm2 なし，Fc は不明 なし，Fc は不明 

試験項目 試験方法 測定値※1 
圧縮強度(N/mm2) JIS A 1107  18.7～54.5, n=105 27.0～46.9, n=18 21.9※3, σ=4.1, n=9 

全塩化物イオン量(kg/m3)※※22 JIS A 1154,JCI-SC4 最大値：0.21，n=5 最大値：0.26, n=3 最大値：0.05, n=3 
アルカリシリカ 

反応性 
外観目視 有害なひび割れなし 有害なひび割れなし 有害なひび割れなし

JIS A 1804 - - 無害，n=2 
※1 n:試料数, σ:標準偏差  ※2:C 地点は JCI-SC4 による。※3:平均値を示す。本構造物での目標品質は平均値で 18N/mm2以上である 4)。

表－３ 本検討に使用した骨材の品質※1 1), 4)

試験項目 試験方法 
C 地点 Y 地点 K 地点 

再生粗 
骨材:RG 

砕石※2 
G 

山砂※3

S 
再生粗

骨材:RG
砕石※4

G 
山砂※5

S1 
砕砂※6

S2 
再生粗

骨材:RG
砕石※4 

G 
再生細 
骨材:RS 

山砂※5

S1 
砕砂※6

S2 

Gmax(mm) - 20 20  20 20   20 20    
絶乾密度(g/cm3) 

JIS A 1109 
2.28 2.69 2.55 2.30 2.69 2.52 2.65 2.26 2.69 1.89 2.53 2.64

吸水率(%) 6.59 0.32 1.80 6.22 0.36 1.80 1.27 5.79 0.34 14.7 1.85 1.35
粗粒率(F.M.) JIS A 1102 6.89 6.72 2.58 6.52 6.61 2.64※7 6.62 6.61 3.52 2.10 3.40
微粒分量(%) JIS A 1103 0.3 0.6 1.6 2.1 0.6 1.6 3.4 1.8 0.55 7.6 1.6 3.5 

アルカリ 
シリカ 
反応性 

JIS A 1145 － - 無害 - - - - - - - - - 
JIS A 1146 無害 無害 - 無害 無害 無害 無害 - 無害 - 無害 無害

JIS A 1804 - - - 無害 - - - 無害 - 無害 - - 

ZKT-206 - - - 
反応性

なし(A)
- - - 

反応性

なし(A)
- 

反応性 
なし(A) 

- - 

※1：– は未測定であることを示す。※2：山口県伊佐産石灰岩砕石 ※3：千葉県富津産 ※4：高知県鳥形産石灰岩砕石 ※5:千葉県市原

市産 ※6:高知県鳥形産石灰岩砕石 ※7 S1 と S2 の混合後(S1：S2=60：40)の値 
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コア供試体の圧縮強度は 27.0～46.9N/mm2 に範囲にあり，

全塩化物イオン量は最大値で 0.26kg/m3であった。なお，

原コンクリートの粗骨材は川砂利であった。 

K 地点の原コンクリートは，火力発電所構内に設置さ

れた 45 年程度経過した RC 造の事務所建物である。コア

供試体の圧縮強度は平均で 21.9N/mm2 であり，約 45 年

経過した時点でも所定の強度が得られている。全塩化物

イオン量は最大値で 0.05kg/m3 であった。なお，原コン

クリートの粗骨材は川砂利であった。 

アルカリシリカ反応性は，いずれの原コンクリートも

解体前に目視により確認を行った結果，有害なひび割れ

はみられないことを確認した。なお，K 地点の原コンク

リートにおいては，仕上げ材が施されていたため，目視

に加えてコア供試体を採取し，試験による確認を行い，

当該部位については無害の判定が得られている 4)。 

(2) 使用骨材 

C 地点で使用した再生粗骨材は，吸水率は 6.59%，微

粒分量は 0.3%であり，JIS A 5023 の再生骨材 L に該当す

る。不純物量は，全不純物量で 0.03wt%であった。一方，

一般粗骨材は石灰岩砕石で，吸水率は 0.35%であった。

細骨材は山砂で，吸水率は 1.80%であった。 

Y 地点で使用した再生粗骨材は，吸水率は 6.22%，微

粒分量は 2.1%であり，JIS A 5023 の再生骨材 L に該当す

る。不純物量は，全不純物量で 0.33wt%であった。一方，

一般粗骨材は石灰岩砕石で，吸水率は 0.36%であった。

細骨材は山砂（吸水率：1.80%）と石灰岩系砕砂（吸水

率：1.27%）を容積比 60：40 で混合使用した。 

K 地点で使用した再生粗骨材は，吸水率は 5.79%，微

粒分量は 1.8%であり，JIS A 5023 の再生骨材 L に該当す

る。不純物量は，全不純物量で 0.80wt%であった。一方，

再生細骨材は，付着モルタル分や付着ペースト分の影響

で吸水率は 14.7%であり，再生骨材 L の規定（13%以下）

を満足しない。不純物量は総量で 0.52wt%と再生粗骨材

に比べて少ない。一般粗骨材は石灰岩砕石で，吸水率は

0.34%であった。細骨材は山砂（吸水率:1.85%）と石灰岩

系砕砂（吸水率:1.35%）を容積比 60：40 で混合使用した。 

いずれの骨材もアルカリシリカ反応性を試験により

確認し，無害の判定が得られている。 

(3) 調合 

モニタリング試験体に供したコンクリートは，いずれ

も普通ポルトランドセメント（Ｎセメント）を用い，レ

ディーミクストコンクリート工場で製造した。 

a)C 地点：C 地点では，建築物としての要求性能は Fc:21 

N/mm2であったが，骨材置換法による再生骨材コンクリ

ートの初適用であったことから，3N/mm2 割増して

Fc:24N/mm2とした。標準偏差は，1997 年版 JASS 55)では

実績がない場合に該当し，2.7 N/mm2（0.1Fq）となるが，

やや大きめのばらつきを想定し，1991 年版 JASS 5「工事

現場練りコンクリート」6)の標準偏差 35kgf/cm2を採用し

た。なお，いずれも目標スランプは 18±2.5cm，空気量は

4.5±1.5%とした。 

b)Y 地点：Y 地点の調合は，実構造物に適用した YRG30

を基準とし，同じ水セメント比で比較用の YN および置

換率を 50%に変化させた YRG50 の調合を設定した。 

YRG30 の調合強度は，2003 年版 JASS 57)に準じて設定

した。標準偏差は，2.5N/mm2 または 0.1(Fq+Tn)のうち，

大きい方を採用した。コンクリート強度の補正値 Tn は， 

N セメントを用いたコンクリートの値を用いた。いずれ

も目標スランプは 18±2.5cm，空気量は 4.5±1.5%とした。 

c)K 地点：K 地点の調合は，一般骨材を用いた KN を基

準に，強度の条件を同等とし，使用する再生骨材の置換

率に応じて実施した試験練りに基づく強度の低減率に対

表－４ 不純物量測定結果※ 1), 4) 

分

類
不純物の内容 

再生骨材中の不純物量(wt%)

C 地点 Y 地点 K 地点 
RG RG RG RS

A
タイル，レンガ，陶磁器類， 
アスファルトコンクリート塊 

0.007 0.107 

  
B ガラス片 0 0 
C 石こう及び石こうボード片 0.003 0.100 
D その他無機系ボード 0.004 0 
E プラスティック片 0.005 0.024 

F
木片，紙くず 

0.004 0.050 
0.05 0.05

アスファルト塊   
その他（参考値） 0.007 0.047   
不純物量の合計(全不純物量) 0.03 0.33 0.80 0.52
※C 地点，Y 地点は，その他を除き JIS A 5021:2005 の分類と内容に

よる 1)。K 地点は著者らが設定した分類と内容 4)による。 
 

表－５ 本検討に用いたコンクリートの調合概要 1), 4) 

地 
点 

種類 
置換率(%) 目標ス 

ランプ 
(cm) 

目標 
空気量 

(%) 

W/C
(%)

s/a
(%)

単位量 (kg/m3) 
再生 

粗骨材 
再生 

細骨材 
W C 

粗骨材 細骨材 AE 減

水剤※2

高性能 AE
減水剤※3G RG S S1 S2 RS 

C 
CN - - 

18±2.5 

4.5±1.5 

57.3 46.1 181 316 976 - 809   - 1.26  
CRG30 30 0 49.4 42.9 183 370 713 273 720  - 1.48  

Y 
YN - - 53.0 46.0 176 332 983 -  478 332 - 3.59  
YRG30 30 0 53.0 46.3 176 332 683 266  481 335 - 3.59  
YRG50 50 0 53.0 45.7 180 340 486 439  473 330 - 3.67  

K 
KN - - 

4.0±1.5※1 
50.5 45.4 168 333 1004 - 475 332 -  2.66 

KRG50 50 0 43.0 45.6 167 388 489 434 468 324 -  3.10 
KRGS30 30 30 40.0 40.9 185 463 697 264 275 190 169 9.26  

※1 凍結融解試験用試験体は 5.0±1.0%とした。※2:リグニンスルホン酸塩系 ※3 ポリカルボン酸エーテル系化合物 
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する補正を加え，KRG50，KRGS30 の調合を設定した 4)。  

使用骨材は，表－３に示した一般粗骨材は G を，一般

細骨材は S1 と S2 を 60:40 で混合したものを用いた。 

調合強度は，2003 年版 JASS 57)の条件に基づき設定し

（標準養生 , 材齢 28 日 , Fq:33.0N/mm2, Tn:6.0N/mm2, 

σ:3.9N/mm2），実構造物に適用した KRG50 の調合強度は

45.7N/mm2 となった。試し練りによるセメント水比と 4

週圧縮強度の関係から，KN，KRG50，KRGS30 の水セメ

ント比は，それぞれ 50.5%, 43.0%, 40.5%が得られた 4)。

なお，いずれも目標スランプは 18±2.5cm，空気量は 4.0

±1.5%（凍結融解試験体 5.0±1.0%）とした。 

 

3. 再生骨材コンクリートの性能 

3.1 主要性能 

モニタリング試験体に用いた各種コンクリートの主

要性能を表－６に示す。 

(1) フレッシュ性状 

所要のスランプを得るための単位水量は，再生骨材の

置換率が一定以上大きくなるのに伴い増加した。再生粗

骨材の置換率が 50%までは一般コンクリートに対して単

位水量の増加量は 5kg/m3以下であったが，再生粗骨材と

再生細骨材ともに 30%置換した KRGS30 では，17kg/m3

であった。空気量は，化学混和剤の量の調整により目標

値が得られた。塩化物含有量は，0.03～0.05kg/m3の範囲

にあり，一般コンクリートの 0.03～0.04kg/m3に比べてほ

とんど変わらない。なお，この値は JIS A 5308 の規定値

0.30kg/m3以下を大幅に下回る。 

(2) 圧縮強度およびヤング係数 

再生骨材コンクリートの 4週圧縮強度は，おおむね設

計通りの結果が得られている，図－２に，各種コンクリ

ートの 4 週圧縮強度と材齢 4 週時ヤング係数の関係を示

す。なお，図中には，再生骨材コンクリート指針のヤン

表－６ 各種コンクリートの主要性能※1  1), 4) 

地 
点 

種類 

フレッシュ性状（荷卸し時） 硬化性状 

スランプ 
(cm) 

空気量 
(%)※3 

単位容 
積質量 
(t/m3)※4 

温度 
(℃) 

塩化物 
含有量 
(kg/m3) 

4 週圧

縮強度
(N/mm2)

材齢 4 週時

ヤング係数
(kN/mm2) 

材齢 26 週時 
促進中性化 
深さ(mm) ※6 

材齢 26 週 
時乾燥収 
縮率※7 

300 サイクル

時相対動弾

性係数(%)

JIS A 1101 JIS A 1128 JIS A 1116 JIS A1156
JIS A 5308※5

JASS5T-502
JIS A1108 JIS A 1149 JIS A 1153 

JIS A 1129-1 
JIS A 1129-3 

JIS A 1148
(A 法) 

C 
CN 18.0 4.2 2.28 28.8 - 30.2 - - - - 
CRG30※2 17.0-18.5 4.1-4.5 2.26 30.0-32.0 0.05 34.3 28.6 16.7 (3.28) 7×10-4 - 

Y 
YN 19.0 5.3 2.27 32.0 0.03 23.4 27.9 29.6 (5.81) 5×10-4 90 
YRG30 18.5 5.4 2.23 32.5 0.03 26.4 26.4 29.3 (5.75) 7×10-4 85 
YRG50 19.0 4.5 2.26 33.0 0.04 28.9 25.6 27.9 (5.47) 7×10-4 68 

K 

KN 20.0 
3.3 
4.7 

2.35 11.0 0.04 55.7 37.9 15.5 (3.04) 4×10-4 92 

KRG50 19.5 
3.0 (0.3) 
5.4 (0.3) 

2.29 11.0 0.03 48.4 31.7 8.5 (1.67) 6×10-4 95 

KRGS30 19.0 
4.3 (0.4) 
5.1 (0.4) 

2.24 13.0 0.05 46.3 30.1 4.5 (0.88) 6×10-4 95 

※1 – は未測定であることを示す。※2 スランプ，空気量，温度は 3 回の範囲。※3（ ）内の数値は骨材修正係数を示す。K 地点

の下段は凍結融解用試験体の空気量測定結果を示す。※4 練混ぜ時 ※5 簡易試験（モール法による市販の塩分含有量測定器）による。

※6（ ）内の数値は中性化速度係数(mm√週)を示す。※7 C 地点および K 地点の試験体は JIS A 1129-1,Y 地点は JIS A 1129-3 による。

N182= -0.68・σ28 + 44.6 r =- 0.83
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図－３ 4 週圧縮強度と促進中性化深さの関係 

図－４ 空気量と 300 サイクル時相対動弾性係数の関係
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グ係数の推定式 2)を示す。表－６より，再生骨材コンク

リートのフレッシュ時の単位容積質量は，2.23～2.29t/m3

の範囲にあるが，そこから推定されるヤング係数の推定

値は，試験値よりやや小さめの値となっている。 

(3) 乾燥収縮 

再生骨材コンクリートの材齢 26 週時の乾燥収縮率は，

6～7×10-4の範囲にあり，一般コンクリートの 4～5×10-4

に対して，2×10-4程度大きくなるが，2009 年版 JASS 58)

に示される長期および超長期のコンクリートの目標値で

ある 8×10-4を満足している。これは，本検討で使用した

一般粗骨材には，いずれも乾燥収縮率の小さい石灰岩砕

石を用いたことにより，本検討で設定した置換率の範囲

では，制御が可能であったといえる。 

(4) 促進中性化 

図－３に各種コンクリートの 4 週圧縮強度と促進中性

化深さ（材齢 26 週時）の関係を示す。促進中性化深さは，

再生骨材置換率の影響はほとんどみられず，総体的に 4

週圧縮強度の増加に伴い低減される傾向がみられた。す

なわち，圧縮強度の影響が大きく，水セメント比の低減

により抑制することが可能である。 

(5）凍結融解 

再生粗骨材の置換率の影響は，Y 地点ではみられたも

のの，K 地点ではみられない。図－４に空気量と 300 サ

イクル時の相対動弾性係数の関係を示す。これによると，

作製時のフレッシュコンクリートで 5.0%以上の空気量

があれば，置換率に係わらず，300 サイクル時の相対動

弾性係数は 85%以上となっており，十分な耐凍害性が確

保されている。なお，Y 地点で測定した空気量は，骨材

修正係数を差引いていない見掛けの空気量であることか

ら，実際にはこれらより幾分小さくなる。 

3.2 長期性能 

C 地点，Y 地点では，材齢 5 年（材齢 260 週）まで測

定した。また，K 地点では材齢 3 年（材齢 156 週）まで

測定した。コア供試体の試験項目，試験方法および試験

材齢を表－７に示す。モニタリング試験体は，定期的に

コア供試体を採取し，圧縮強度，ヤング係数，中性化深

さおよび全塩化物イオン量を測定した。 

(1) 圧縮強度およびヤング係数 

 材齢 156 週もしくは材齢 260 週までの圧縮強度とヤン

グ係数の測定結果を図－５に示す。いずれの再生骨材コ

ンクリートも測定した材齢まで強度の増加が認められる。 

再生粗骨材を置換率 50%で用いた YRG50 では，同じ

水セメント比の YN をやや上回る圧縮強度が得られてい

る。一方，再生粗骨材と再生細骨材ともに 30%置換した

KRGS30 は，水セメント比を 10%程度低減することによ

り, KNに対して材齢 156週時で約 87%の強度発現が得ら

れた。ヤング係数は，一般コンクリート，再生骨材コン

クリートともに材齢 52 週以降の増加傾向はほとんどみ

られなかった。また，置換率の影響も明確にみられない。 

(2) 中性化深さ 

中性化深さの試験結果を図－６に示す。また，図中に

中性化速度係数を示す。C 地点および K 地点においては，

試験体の形状の影響から，材齢の経過に伴う中性化はほ

とんど進行していない。Y 地点では，いずれのコンクリ

ートも材齢 26 週時から他地点に比べて 2mm 程度大きく，

材齢の経過に伴い中性化深さも大きくなる傾向がみられ

る。中性化速度係数でみると，YN の 2.64 mm√年に対し，

再生粗骨材置換率 30%の YRG30 で 1.79mm√年，50%の

YRG50 では 1.92mm√年となっており，置換率の増加に

伴いやや大きくなるものの，その影響は小さい。一方，

同じ水セメント比の試験体でみると，図－５において，

材齢 260週時の圧縮強度は， YRG30とYRG50が同等で，

YN に対してやや大きくなっているが，中性化速度はほ

ぼそれに対応しており，圧縮強度の影響が認められる。 

(3) 全塩化物イオン量 

全塩化物イオン量の測定結果を図－７に示す。これに

表－７ 長期性能試験項目，試験方法および試験材齢 

試験項目 試験方法 
試験材齢(週) 

C 地点 Y 地点 K 地点

圧縮強度※1 JIS A 1107 

4,13,26,52, 
156,260 

4,13,26,
156,260

4,13,
26,52,
156 

静弾性係数※1 JIS A 1149 

中性化深さ※1 JIS A 1152 

全塩化物イオン量※2 JCI-SC4
JIS A 1154 

※1：C 地点は，地中部のコア供試体 3 本の平均値による。Y 地

点の材齢 156 週は測定していない。※2：C 地点および K 地点は，

材齢 156 週で，Y 地点は材齢 260 週まで測定を行った。C 地点

は，地上部は 1 本，地中部は 3 本のコアの平均値による。C 地

点は JCI-SC4，Y 地点および K 地点は JIS A 1154 による。  
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  図－５ 材齢と圧縮強度およびヤング係数の関係
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よると，CN および CRG30 における地上部の 0～15mm

で 0.40kg/m3前後の値が計測されたが，それ以外は，JIS A 

5308に規定された0.30kg/m3を全て下回る結果となった。 

通常の設計かぶり厚さ 40mm の深さにおいては，全て

の試料において 0.20kg/m3 以下となった。再生骨材置換

率の影響はみられず，一方，経年の影響は，Y 地点でみ

ると，材齢 156 週時に対し，材齢 260 週時ではほとんど

変わらず，増加傾向はみられない。全体的に，材齢に伴

うコンクリート表面の飛来塩分の影響はみられるものの，

JIS A 5022（再生骨材 M を用いたコンクリート）と JIS A 

5023 で想定された塩分溶出の傾向は認められなかった。 

 

4. まとめ 

(1)  再生骨材コンクリートの主要性能のうち，フレッシ

ュ性状，圧縮強度ならびにヤング係数は，再生粗骨

材の置換率が 50%までは一般コンクリートとほぼ同

等の品質である。しかし，再生粗骨材と再生細骨材

ともに置換率 30%とした場合は，単位水量が多くな

ることや強度低下への対応のため，水セメント比を

小さくするなど，調合設計上の配慮が必要となる。 

(2) 再生骨材コンクリートの乾燥収縮は，置換率の増加

により大きくなるが，混合する一般粗骨材に乾燥収

縮の小さい骨材を用いることで制御は可能である。

促進中性化深さおよび相対動弾性係数は，再生骨材

置換率の影響はみられず，水セメント比の低減や適

切な空気の連行など，通常の配慮で対応可能である。 

(3)  材齢 3～5 年経過した圧縮強度は，再生粗骨材のみ

を置換率 50%以下とした場合，同じ水セメント比で

も一般コンクリートに比べて劣らない。また，再生

粗骨材と再生細骨材ともに置換率 30%とした場合で

も，水セメント比を 10%程度低減することにより，

材齢 3 年の時点で，一般コンクリートに対して 9 割

程度の強度発現が得られた。なお，ヤング係数は，

材齢に伴う増加傾向はほとんどみられない。 

(4)  長期性能のうち中性化深さは，置換率の影響はほと

んどみられず，圧縮強度の影響が大きい。全塩化物

イオン量は，飛来塩分の影響はみられるものの，再

生骨材からの塩分溶出の傾向は認められなかった。 

以上のことから，低品質な再生骨材を用いた場合でも，

一定の置換率の範囲であれば，適切な調合設計により，

構造用コンクリートとしての所要品質を確保できる。 
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図－７ 全塩化物イオン量測定結果 
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